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Ⅰ 通所リハビリテーション 

 

(１)  介護報酬算定上の注意事項について 
 

【事業所規模による区分】 ＜通所リハ＞ 
 

● 誤った事業所規模区分により介護報酬を算定している。 
 

（老企第３６号 第２の８（８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「指定通所介護及び指定通所リハビリテーションにおける事業所規模の区分の

確認について」を参照のこと。 

 

○ 平均利用延人員数の計算に当たっては、当該指定通所リハビリテーション事業所に

係る指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業

者の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所における前年度の１月当たりの平均利用延人員数を含むこと

とされている。 

 

○ 仮に指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事

業者の指定を併せて受けている場合であっても、事業が一体的に実施されず、実態と

して両事業が分離されて実施されている場合には、当該平均利用延人員数には当該指

定介護予防通所リハビリテーション事業所の平均利用延人員数は含めない取扱いとす

る。 

 

○ 現在届け出ている内容を変更する場合は、令和５年３月１５日までに提出するよう

別途通知しているが、提出漏れ等が判明した場合は、至急提出すること。 

 

○  感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の事

業所規模別の報酬区分の決定に係る特例については、令和３年３月１６日厚生労働省

老健局認知症施策・地域介護推進課長通知（介護保険最新情報 Vol.937）を参照する

こと。 
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【所要時間による区分の取り扱い】 ＜通所リハ＞ 

（老企第３６号 第２の８（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

（介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーショ

ン計画に位置付けられた内容の指定通所リハビリテーションを行うための標準的な時

間によることとしている。そのため、例えば、単に当日のサービス進行状況や利用者

の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、

指定通所リハビリテーションのサービスが提供されているとは認められないものであ

り、この場合は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数を算定するこ

と（このような家族等の出迎え等までの間のいわゆる「預かり」サービスについては、

利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。 

○ 当日の利用者の心身の状況から、実際の指定通所リハビリテーションの提供が通所

リハビリテーション計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所リハ

ビリテーション計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、通所リハビリテーシ

ョン計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所リハビリテーション計画

を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。 

 

○ 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じ、当該月の利用

者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よりも 100 分の５以上減少

している場合の基本報酬への加算の内容については、令和３年３月１６日厚生労働省

老健局認知症施策・地域介護推進課長通知（介護保険最新情報 Vol.937）を参照する

こと。 

平成２４年度介護報酬Ｑ＆Ａ(Vol.1)（２４.3.１６） 

（問８７） ６時間以上８時間未満の単位のみを設定している通所リハビリテーション

事業所において、利用者の希望により、４時間以上６時間未満のサービスを提供し、

４時間以上６時間未満の通所リハビリテーション費を算定することができるのか。 

（回答） 適切なケアマネジメントに基づき利用者にとって４時間以上６時間未満のサ

ービス提供が必要な場合であれば算定することができる。 
 

介護報酬に係るＱ＆Ａ（１５.５.３０） 

（問３） 緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診

による通所サービスの利用の中止について 

（回答） 併設医療機関等における保険請求が優先され、通所サービスについては変更

後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。 
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【サービス提供体制強化加算】 ＜通所リハ・予防通所リハ＞ 
 

● 算定要件を満たさなくなったにもかかわらず、そのまま算定していた。 
 

                       （老企第３６号 第２の８（２８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出

した平均を用いることとする。 

 

○ 上記以外の事業所にあっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）

の平均を用いることとし、年度で算定する。 

 

 



4 

 

【リハビリテーション提供体制加算】 ＜通所リハ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の８（６）） 

 

 

 

 

 

 

 

（平成３０年度介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別に厚生労働大臣が定める基準※に適合しているものとして、都道府県知事に届け出

た指定通所リハビリテーション事業所については、リハビリテーション提供体制加算と

して、通所リハビリテーション計画に位置付けられた内容の指定通所リハビリテーショ

ンを行うのに要する標準的な時間に応じ、それぞれ次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。 

イ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 １２単位 

ロ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 １６単位 

ハ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ２０単位 

ニ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ２４単位 

ホ 所要時間７時間以上の場合      ２８単位 
 

※ 厚生労働大臣が定める基準（平２７厚労告９５ ２４の３） 

指定通所リハビリテーション事業所において、常時、当該事業所に配置されている

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者の数が２５

又はその端数を増すごとに１以上であること。 

  

（ポイント） 

○ 「当該事業所の利用者の数」とは、指定通所リハビリテーション事業者と指定介護

予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、指定通所リハビリテーショ

ンの事業と指定介護予防通所リハビリテーションの事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合にあっては、指定通所リハビリテーションの利用者数と指

定介護予防通所リハビリテーションの利用者数の合計をいう。 

【Ｖｏｌ.３】 

（問２） リハビリテーション提供体制加算の算定要件は「指定通所リハビリテーショ

ン事業所において、常時、当該事業所に配置されている理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者数の数が２５又はその端数を増すご

とに１以上であること。」とされているが、ケアプランに位置付けられた通所リハビ

リテーションのサービス提供時間を通じて、理学療法士等の合計数が利用者の数に

対して２５：１いれば良いということか。 

（回答） 貴見のとおり。 
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【リハビリテーションマネジメント加算】 ＜通所リハ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指定通所リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士そ

の他の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合は、リハビ

リテーションマネジメント加算として、１月につき次に掲げる区分に応じ、所定単位数

に加算する。次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

 

 イ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ 

  (１) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、 

利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期 

    間のリハビリテーションの質を管理した場合・・・・・・・・・５６０単位 

  (２) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリ 

    テーションの質を管理した場合・・・・・・・・・・・・・・・２４０単位 

 ロ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ 

  (１) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、 

    利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期 

    間のリハビリテーションの質を管理した場合・・・・・・・・・５９３単位 

  (２) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリ 

テーションの質を管理した場合・・・・・・・・・・・・・・・２７３単位 

 ハ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ 

  (１) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、 

    利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期 

    間のリハビリテーションの質を管理した場合・・・・・・・・・８３０単位 

  (２) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリ 

    テーションの質を管理した場合・・・・・・・・・・・・・・・５１０単位 

 ニ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ 

  (１) 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、 

    利用者の同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期 

    間のリハビリテーションの質を管理した場合・・・・・・・・・８６３単位 

  (２) 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリ 

    テーションの質を管理した場合・・・・・・・・・・・・・・・５４３単位 
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※ 厚生労働大臣が定める基準 

  

イ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ 次のいずれにも適合すること。 

(１) 指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーションの実施

に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対

する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実

施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、当該リハ

ビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこ

と。 

 (２) ⑴における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士が、当該指示の内容が⑴に掲げる基準に適合するものであると明確にわ

かるように記録すること。 

 (３) リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から

利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容

を記録すること。 

 (４) 通所リハビリテーション計画について、当該計画の作成に関与した理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得る

とともに、説明した内容等について医師へ報告すること。 

 (５) 通所リハビリテーション計画の作成に当たって、当該計画の同意を得た日の属する

月から起算して６月以内の場合にあっては１月に１回以上、６月を超えた場合にあっ

ては３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、

通所リハビリテーション計画を見直していること。 

 (６) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有

する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を

行うこと。 

(７) 以下のいずれかに適合すること。 

(一) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該

当する事業に係る従業者と指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、

当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に

関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

(二) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の

留意点に関する助言を行うこと。 

(8) (１)から(７)までに適合することを確認し、記録すること。 
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ロ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ 次のいずれにも適合すること。 

 (１) イ(１)から(８)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 (２) 利用者ごとの通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること 
 

ハ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ 次のいずれにも適合すること。 

 (１) イ(１)から(３)まで及び⑸から⑺までのいずれにも適合すること。 

 (２) 通所リハビリテーション計画について、指定通所リハビリテーション事業所の医師

が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること。 

(3) (１)及び(2)に適合することを確認し、記録すること。 

 

ニ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)ロ 次のいずれにも適合すること。 

(１) ハ(１)から(３)までのいずれにも適合すること。 

 (２) 利用者ごとの通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（老企第３６号 第２の８（１１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

① リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメント

の一環として実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利

用者の状態や生活環境等を踏まえた多職種協働による通所リハビリテーション計画

の作成、当該計画に基づく適切なリハビリテーションの提供、当該提供内容の評価と

その結果を踏まえた当該計画の見直し等といったＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じ

て、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すにあた

って、心身機能、個人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための機能、

家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与すること等といった参加をするため

の機能について、バランスよくアプローチするリハビリテーションが提供できている

かを管理することをいう。 

③ 本加算は、ＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質

の管理を行った場合に加算するものであることから、当該ＳＰＤＣＡサイクルの中で

通所リハビリテーション計画を、新規に作成しなおすことは想定しておらず、利用者

の状態に応じて適切に当該計画の見直しが行われるものである。（次頁へ続く） 
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（前頁からの続き） 

 したがって、「同意」とは、本加算を取得するに当たって初めて通所リハビリテーショ

ン計画を作成して得られた同意をいい、当該計画の見直しの同意とは異なることに留

意する。 

④ 加算（A）イ(１)、加算（A）ロ(１)、加算（B）イ(１)又は加算（B）(１)を取得後

は、（A）イ(２)、（A）ロ(２)、（B）イ(２)又は加算（B）ロ(２)を算定するものである

ことに留意すること。 

ただし、当該期間以降であっても、リハビリテーション会議を開催し、利用者の急

性憎悪等により引き続き月に１回以上、当該会議を開催し、利用者の状態の変化に応

じ、当該計画を見直していく必要性が高いことを利用者又は家族並びに構成員が合意

した場合、加算（A）イ(１)又はロ(１)若しくは（B）イ(１)又はロ(１)を再算定できる

ものであること。 

⑤ リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレ

ビ電話等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機

器を使用する場合には、当該会議の議事に支障のないよう留意すること。 

⑥ リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを実施

する指定通所リハビリテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーショ

ンを実施する指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに当該事業所の指定を

受けている保健医療機関において、算定開始の月の前月から起算して前２４月以内に

介護保険または医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以上あ

る利用者については、算定当初から３月に１回の頻度でよいこととする。 

⑦ 大臣基準告示第２５号ロ(２)及びニ(２) に規定する厚生労働省への情報の提出につ

いては、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等につ

いては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を

活用し、ＳＰＤＣＡサイクルにより、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 

 

※ 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本

的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月１６日老認

発０３１６第３号・老老発０３１６第２号）を参照のこと。 
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（平成３０年度・令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｏｌ.2】 

問 22 報酬告示又は予防報酬告示の留意事項通知において、医療保険から介護保険のリ

ハビリテーションに移行する者の情報提供に当たっては「リハビリテーション・個別

機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老認発 0316 第３号、老老発

0316 第２号）の別紙様式２－２－１を用いることとされている。別紙様式２－２

－１は BarthelIndex が用いられているが、情報提供をする医師と情報提供を受ける

医師との間で合意している場合には、FIM（Functional Independence Measure）

を用いて評価してもよいか。 

（回答）・ 医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する者の情報提供に当た

っては別紙様式２－２－１を用いる必要があるが、Barthel Index の代替とし

て FIM を用いる場合に限り変更を認める。 

・ なお、様式の変更に当たっては、本件のように情報提供をする医師と情報提

供を受ける医師との間で事前の合意があることが必要である。 

※  平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問

50 の修正。 

 

問 23 医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する者の情報提供につい

て、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基

本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日

老認発 0316 第３号、老老発 0316 第２号）の別紙様式２－２－１をもって、保険

医療機関から介護保険のリハビリテーション事業所が情報提供を受け、当該事業所の

医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－２－１に記載された内容について確

認し、リハビリテーションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、例

外として、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書と見なしてリハビリテー

ションの算定を開始してもよいとされている。 

１）医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行する者が、当該保険医療機関

を介護保険のリハビリテーション事業所として利用し続ける場合であっても同様

の取扱いをしてよいか。また、その場合、保険医療機関側で当該の者を診療し、様

式２－２－１を記載して情報提供を行った医師と、介護保険のリハビリテーション

事業所側で情報提供を受ける医師が同一であれば、情報提供を受けたリハビリテー

ション事業所の医師の診療を省略して差し支えないか。 

２）医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行する者が、保険医療機関から 

（次頁へ続く） 
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（平成３０年度・令和３年度介護報酬改定Q&A） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問 23 前頁からの続き） 

情報提供を受ける介護保険のリハビリテーション事業所において、指定訪問リハビ

リテーションと指定通所リハビリテーションの両方を受ける場合、リハビリテーシ

ョン会議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリ

テーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について

整合が取れたものとなっていることが確認できれば、別紙様式２－１による情報提

供の内容を訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションの共通のリハビ

リテーション計画とみなして、双方で使用して差し支えないか。 

(回答)１） よい。また、医師が同一の場合であっては、医師の診療について省略して差

し支えない。ただし、その場合には省略した旨を理由とともに記録すること。 

２） 差し支えない。 

≪参考≫居宅基準第 81 条第５項、基準解釈通知第３の四の３の(３)⑤から⑦までを参

照のこと。 

※  平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問

51 の修正。 
 

（問５２） リハビリテーションの実施に当たり、医師の指示が求められているが、医

師がリハビリテーション実施の当日に指示を行わなければならないか。 

（回答） ・ 毎回のリハビリテーションは、医師の指示の下、行われるものであり、

当該の指示は利用者の状態等を踏まえて適時適切に行われることが必要

であるが、必ずしも、リハビリテーションの提供の日の度に、逐一、入り

が理学療法士等に指示する形のみを求めるものではない。 

・ 例えば、医師が状態の変動の範囲が予想できると判断した利用者につい

て、適当な期間にわたり、リハビリテーションの指示を事前に出しておき、

リハビリテーションを提供した理学療法士等の記録等に基づいて、必要に

応じて適宜指示を修正する等の運用でも差し支えない。 
 

問 13  リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件では、医師がリハビリテ

ーション計画の内容について利用者又はその家族へ説明することとされている。 

リハビリテーション会議の構成員の参加については、テレビ電話装置等を使用して

も差し支えないとされているが、リハビリテーション計画の内容について医師が利用

者又はその家族へテレビ電話装置等を介して説明した場合、リハビリテーションマネ

ジメント加算(Ｂ)の算定要件を満たすか。 

（答）リハビリテーション会議の中でリハビリテーション計画の内容について利用者又

はその家族へ説明する場合に限り満たす。 
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（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14  リハビリテーションマネジメント加算におけるリハビリテーション会議の構成

員の参加については、テレビ電話装置等を使用しても差し支えないとされているが、テ

レビ電話装置等の使用について、基本的には音声通話のみであるが、議事のなかで必要

になった時に、リハビリテーション会議を実施している場の動画や画像を送る方法は含 

まれるか。 

（回答）・ 含まれない。 

・ テレビ電話装置等の使用については、リハビリテーション会議の議事を円滑

にする観点から、常時、医師とその他の構成員が動画を共有している必要があ

る。 

※  平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問

54 の修正。 

 

問 34 新規利用者について通所リハビリテーションの利用開始日前に利用者の居宅を訪 

問した場合は、通所リハビリテーションの算定基準を満たすのか。 

また、新規利用者について、介護予防通所リハビリテーションの利用開始日前に利

用者の居宅を訪問した場合は、介護予防通所リハビリテーションの算定基準を満たす

のか。 

（答）いずれの場合においても、利用初日の１月前から利用前日に利用者の居宅を訪問

した場合であって、訪問日から利用開始日までの間に利用者の状態と居宅の状況に変

化がなければ、算定要件である利用者の居宅への訪問を行ったこととしてよい。 

※  平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（平成 30 年５月 29 日）問８

の修正。 

 

問 35 通所リハビリテーションのリハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)で

は、リハビリテーション会議の開催頻度について、リハビリテーション計画の同意を

得た日の属する月から起算して６月以内の場合にあっては１月に１回以上の開催が求

められているが、「算定開始の月の前月から起算して前 24 月以内に介護保険または医

療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以上ある利用者について

は、算定当初から３月に１回の頻度でよいこととする」とされている。 

上記の要件に該当している利用者におけるリハビリテーション会議の開催頻度につ

いても、３月に１回として差し支えないか。 

（答）差し支えない。 

≪参考≫・ 介護報酬通知（平 12 老企 36 号）第２の８・⑾・⑥ 

⑥  リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを実施

する指定通所リハビリテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーショ

ンを実施する指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに当該事業所の指定を

受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月から起算して前 24 月以内に

介護保険または医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以上あ

る利用者については、算定当初から３月に１回の頻度でよいこととする。 
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【生活行為向上リハビリテーション実施加算】＜通所リハ・予防通所リハ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 第２８号、第１０６の６号 

イ 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する作業療法士又

は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了した理学療法士若しくは言語聴覚士が

配置されていること。 

ロ 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション

の実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載されたリハビリテーション実施計画をあら

かじめ定めて、リハビリテーションを提供すること。 

ハ 当該計画で定めた指定（介護予防）通所リハビリテーションの実施期間中に指定（介

護予防）通所リハビリテーションの提供を終了した前１月以内に、リハビリテーション

会議を開催し、リハビリテーションの目標の達成状況を報告すること。 

二 ・ 通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（A）イ

又はロ若しくは（B）イ又はロまでのいずれかを算定していること。［通所リハ］ 

  ・ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学

療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪問し生活行為に関

する評価をおおむね１月に１回以上実施すること。［予防リハ］ 

ホ 指定通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪問し、生活行為に関する評価をおお

むね１月に１回以上実施すること。 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準

に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーショ

ンの実施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、

リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者の有する能力の向上を支援した場合は、

生活行為向上リハビリテーション実施加算として、リハビリテーション実施計画に基づ

く指定通所リハビリテーションの利用を開始した日の属する月から起算して６月以内の

期間に限り、１月につき 1, 250 単位（予防通所リハ５６2 単位）を所定単位数に加算

する。ただし、短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリ

テーション実施加算を算定している場合においては、算定しない。また、短期集中個別

リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定し

ていた場合においては、利用者の急性増悪等によりこの加算を算定する必要性について

リハビリテーション会議（指定居宅サービス基準第 80 条第５号に規定するリハビリテ

ーション会議をいう。）により合意した場合を除き、この加算は算定しない。 
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（老企第３６号 第２の８（１４）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

① 生活行為向上リハビリテーション実施加算の「生活行為」とは、個人の活動として

行う排泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の行為をいう。 

② 生活行為向上リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション（以下「生

活行為向上リハビリテーション」という。）は、加齢や廃用症候群等により生活の１つ

である活動をするための機能が低下した利用者に対して、当該機能を回復させ、生活

行為の内容の充実を図るための目標と当該目標を踏まえた 6 月間の生活行為向上リハ

ビリテーションの内容を生活行為向上リハビリテーション実施計画にあらかじめ定め

た上で、計画的に実施するものである。 

③ 生活行為向上リハビリテーションを提供するための生活行為向上リハビリテーショ

ン実施計画の作成や、リハビリテーション会議における当該リハビリテーションの目

標の達成状況の報告については、厚生労働大臣が定める基準第 28 号イによって配置

された者が行うことが想定されていることに留意すること。 

④ 生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成に当たっては、本加算の趣旨及び

注１１の減算（※）の減産について説明した上で、当該計画の同意を得るよう留意す

ること。 

⑤ 本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）、（Ⅲ）又

は（Ⅳ）の算定が前提となっていることから、当該加算の趣旨を踏まえ、家庭での役

割を担うことや地域の行事等に関与すること等を可能とすることを見据えた目標や実

施内容にすること。 

⑥ 本加算は、6 月間に限定して算定が可能であることから、利用者やその家族におい

ても、生活行為の内容の充実を図るための訓練内容を理解し、家族の協力を得ながら、

利用者が生活の中で実践していくことが望ましいこと。 

また、リハビリテーション会議において、訓練の進捗状況やその評価（当該評価の

結果、訓練内容に変更が必要な場合は、その理由も含む。）等について、医師が利用者、

その家族、構成員に説明すること。 

⑦ 生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評価に当

たっては、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会

適応能力について評価を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。な

お、当該利用者の居宅を訪問した際、リハビリテーションを実施することはできない

ことに留意すること。 
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【口腔・栄養スクリーニング加算】＜通所リハ・予防通所リハ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 第１９の２号、第１０７の２号 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利

用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそ

れのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護

支援専門員に提供していること。 

⑵ 利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の

栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善

に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

⑶ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

⑷ 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

㈠ 栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る

栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月であること。 

㈡ 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間

である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

⑴ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

㈠ イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡ 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養

改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善

サービスが終了した日の属する月であること。 

㈢ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サ

ービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではな

  別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所リハビリテーション事業所の従

業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又

は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリーニング加算として、

次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定せず、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算

を算定している場合にあっては算定しない。 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20単位 

ロ  口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) ５単位 
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いこと。 

⑵ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

㈠ イ⑵及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡ 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者

が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サー

ビスが終了した日の属する月ではないこと。 

㈢ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サ

ービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月である

こと。 

（老企第３６号 第２の８（１８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下

「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリ

ーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われ

ることに留意すること。 

○ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的

に実施すべきものであること。ただし、大臣基準第19号の２ロに規定する場合にあっ

ては、口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スク

リーニング加算(Ⅱ)を算定することができる。 

○ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、

それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

 イ 口腔スクリーニング 

ａ 硬いものを避け、柔らかいものばかりを中心に食べる者 

  ｂ 入れ歯を使っている者 

ｃ むせやすい者 

ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが18.5 未満である者 

b １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に

ついて」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）

に規定する基本チェックリストの№１１の項目が「１」に該当する者 

c 血清アルブミン値が３.５ｇ／ｄｌ以下である者 

d 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議

で決定することとして、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニン

グ又は栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニング

の結果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係

る口腔機能向上サービスの提供が必要だと判断された場合は、口腔・栄養スクリーニン

グ加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。 

 

※ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和３年３月16日付け老認発

第０３１６第３号等を参照のこと。） 
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（平成３０年度介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【科学的介護推進体制加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の８（２２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｏｌ.１】 

（問３０） 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用

している場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよい

か。 

（回答） サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時

間の実績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏

まえ、サービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 

 

【Ｖｏｌ.６】 

（問２） 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算

定してから６か月を空ければ当該事業所で算定できるか。 

（回答） ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については「平成３０

年介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ．１）」（平成３０年３月２３日）の通所系・居住系

サービスにおける栄養スクリーニング加算に係る問３０（上記）を参照されたい。 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして県に届け出た指定通所介護事

業所が、利用者に対し指定通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算として、

１月につき40単位を所定単位数に加算する。 

イ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。以下同じ。）、

栄養状態、口腔機能、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。以下

同じ。）の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省

に提出していること。 

ロ 必要に応じて通所介護計画を見直すなど、指定通所介護の提供に当たって、イに

規定する情報その他指定通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活

用していること。 

（ポイント） 

①  科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注

19 に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるも

のであること。 

②  情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、

提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③  事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）によ

り、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努める

ことが重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、

情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 
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【利用を開始した日の属する月から起算して12月を超えて指定介護予防通所リハビリテー

ションを行う場合】［予防通所リハ］ 

 

 

 

 

 

 

（老計発・老振発・老老発第０３１７００１号 別紙１ 第２の6（3）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション】（令和３年度介護

報酬Ｑ＆Ａ） 

 

（ポイント） 

イ  利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供す 

ためのサービス計画を作成する（Plan）。 

ロ  サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重

度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ  ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、

事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ  検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、

サービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 

 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーションの利用を開始した日の属する

月から起算して 12 月を超えて指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場合は、１

月につき時に掲げる単位数を所定単位数から減算する。 

⑴ 要支援１ 20 単位 

⑵ 要支援２ 40 単位 

（ポイント） 

指定介護予防通所リハビリテーションの利用が12 月を超える場合は、介護予防通所

リハビリテーション費から要支援１の場合20単位、要支援２の場合40単位減算する。

なお、入院による中断があり、医師の指示内容に変更がある場合は、新たに利用が開始

されたものとする。また、本取扱いについては、令和３年４月から起算して12 月を超

える場合から適用されるものであること。 

【Ｖｏｌ.６】 

問４ 介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問看護からの理学療法士・ 

作業療法士・言語聴覚士による訪問について、12 月以上継続した場合の減算起算

の開始時点はいつとなるのか。また、12 月の計算方法は如何。 

（答） 

 ・ 当該サービスを利用開始した日が属する月となる。 

 ・ 当該事業所のサービスを利用された月を合計したものを利用期間とする。 
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Ⅱ 訪問リハビリテーション 
 
(１) 介護報酬算定上の注意事項について 
 

【算定の基準について】 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の５（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

（介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

① 指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っている当該指定訪問リ

ハビリテーション事業所の医師の指示の下で実施するとともに、当該医師の診療の日

から３月以内に行われた場合に算定する。 

  また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医師がやむを得ず診療で

きない場合には、別の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供

（指定訪問リハビリテーションの必要性や利用者の心身機能や活動等に係るアセスメ

ント情報等）を受け、当該情報提供を踏まえて、当該リハビリテーション計画を作成

し、指定訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行った別の医療機

関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行われた場合に算

定する。 

  この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師は、

当該情報提供を行った別の医療機関の医師に対して訪問リハビリテーション計画等に

ついて情報提供を行う。 

②  指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビリテーションの実施

に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、当該リハビ

リテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、

やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、当該リハビリテーションに

おける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行う。 

③ ②における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士が、当該指示に基づき行った内容を明確に記録する。 

④ 指定訪問リハビリテーションは、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の診療

に基づき、訪問リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則であるが、医

療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料又は

運動器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーションを受けていた患者が、

介護保険の指定訪問リハビリテーションへ移行する際に、「リハビリテーション・個別 

 

 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示

に基づき、指定訪問リハビリテーションを行った場合に算定する。 
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【通院が困難な利用者】             （老企第３６号 第２の５（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老認発0316 第３号、老老発0316 

第２号）の別紙様式２－２―１をもって、保険医療機関から当該事業所が情報提供を

受け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－２―１に記載さ

れた内容について確認し、指定訪問リハビリテーションの提供を開始しても差し支え

ないと判断した場合には、例外として、別紙様式２－２―１をリハビリテーション計

画書とみなして訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。 

なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内に、当

該事業所の医師の診療に基づいて、次回の訪問リハビリテーション計画を作成する。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画

を見直す。初回の評価は、訪問リハビリテーション計画に基づくリハビリテーション

の提供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごとに評価を行う。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指定訪問リ

ハビリテーションの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画書

に指定訪問リハビリテーションの継続利用が必要な理由、具体的な終了目安となる時

期、その他指定居宅サービスの併用と移行の見通しを記載する。 

⑦ 指定訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に

対して１回当たり 20 分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定す

る。ただし、退院（所）の日から起算して３月以内に、医師の指示に基づきリハビリ

テーションを行う場合は、週 12 回まで算定可能である。 

⑧ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介

護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事

業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護

の工夫などの情報を伝達する。 

（ポイント） 

○ 指定通所リハビリテーションのみでは、家屋内における ADL の自立が困難である

場合の家屋状況の確認を含めた指定訪問リハビリテーションの提供など、ケアマジメ

ントの結果、必要と判断された場合は訪問リハビリテーション費を算定できるもので

ある。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるの

であれば、通所系サービスを優先すべきということである。 
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【事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る診療を行わなかった場合】 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚労告９５）１２の２、１０６の３ 

イ 次のいずれにも適合すること。 

(１) 指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の利用者が、当該事業所とは別の医

療機関の医師による計画的な医学的管理を受けている場合であって、当該事業所の医

師が、計画的な医学的管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供を

受けていること。 

(２) 当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の終了等をしていること。 

(３) 当該情報の提供を受けた指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の医師が、

当該情報を踏まえ、訪問リハビリテーション計画を作成すること。 

ロ イの規定に関わらず、令和３年４月１日から令和６年３月３１日までの間に、イ(１)

及び(３)に掲げる基準に適合する場合には、同期間に限り、指定（介護予防）居宅サービ

ス介護給付費単位数表の（介護予防）訪問リハビリテーション費の注10（注９）を算定

できるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合している指定（介護予防）訪問リハビリ

テーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該指定（介護予防）

訪問リハビリテーション事業所の医師が診療を行っていない利用者に対して、指定（介

護予防）訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき５０単位を所定単位数か

ら減算する。 
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（令和3年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ.２）（令和4年7月20日）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 26 別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受けている利用者に対し、指定

訪問リハビリテーション事業所等の医師が、自らは診療を行わず、当該別の医療機関

の医師から情報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハビリテーショ

ンを実施した場合、当該別の医療機関の医師が適切な研修の修了等をしていれば、基

本報酬から 50 単位を減じた上で訪問リハビリテーション料等を算定できることと

されている。この「適切な研修の修了等」に、日本医師会の「日医かかりつけ医機能

研修制度」の応用研修の単位を取得した場合は含まれるか。 

 

（答）含まれる。なお、応用研修のすべての単位を取得している必要はなく、事業所の 

医師に情報提供を行う日が属する月から前 36 月の間に合計６単位以上（応用研修 

のうち、「フレイル予防・対策」「地域リハビリテーション」「かかりつけ医に必要な 

生活期リハビリテーションの実際」「在宅リハビリテーション症例」「リハビリテーシ 

ョンと栄養管理・摂食嚥下障害」のうち、いずれか１単位以上を含むこと。）を取得 

又は取得を予定していればよい。また、別の医療機関の医師が訪問リハビリテーショ 

ン事業所等の医師に情報提供をする際に下記を参考とした記載をすることが望まし 

い。 

「適切な研修の修了等をしている。」 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（平成 31 年２月５日）問１の

修正。 
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【サービス提供体制強化加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士のうち、勤続年数７年以上の者がいること。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士のうち、勤続年数３年以上の者がいること。 

 

● 算定要件を満たさなくなったにもかかわらず、そのまま算定していた。 
 

                       （老企第３６号 第２の５（１２）） 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

 

○ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的

には、令和５年４月における勤続年数３年以上の者とは、令和５年３月３１日時点で

勤続年数が３年以上である者をいう。 

 

○ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人等の

経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者

に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

 

 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指

定訪問リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定訪問リハビリテーションを行

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ６単位 

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ３単位 
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【リハビリテーションマネジメント加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 １２ 

イ リハビリテーションマネジメント加算（A）イ 

  次のいずれにも適合すること。 

⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビリテーションの実施に

当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対す

る当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施

中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、当該リハビ

リテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこと。 

⑵ ⑴における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士が、当該指示の内容が⑴に掲げる基準に適合するものであると明確にわか

るように記録すること。 

⑶ リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利

用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容を

記録すること。 

 ⑷ 訪問リハビリテーション計画について、当該計画の作成に関与した理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ると

ともに、説明した内容等について医師へ報告すること。 

 ⑸ ３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、訪

問リハビリテーション計画を見直していること。 

 ⑹ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介

護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有す

る能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行

うこと。 

 ⑺ 以下のいずれかに適合すること。 

(一) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指

定訪問リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他

の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテ

ーションマネジメント加算として、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 
 

 (1) リハビリテーションマネジメント加算（A）イ １８０単位 

 (2) リハビリテーションマネジメント加算（A）ロ ２１３単位 

 (3) リハビリテーションマネジメント加算（B）イ ４５０単位 

 (4) リハビリテーションマネジメント加算（B）ロ ４８３単位 
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居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該

当する事業に係る従業者と指定訪問リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、

当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に

関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

(二) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

指定訪問リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の

留意点に関する助言を行うこと。 

⑻ (１)から(7)までに適合することを確認し、記録すること。 
 

ロ リハビリテーションマネジメント加算（A）ロ 

次のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴から⑻までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑵ 利用者ごとの訪問リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 
 

ハ リハビリテーションマネジメント加算（B）イ 

次のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴から⑶まで及び⑸から⑺までのいずれにも適合すること。 

 ⑵ 訪問リハビリテーション計画について、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医

師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること。 

⑶ (１)及び(2)に適合することを確認し、記録すること。 

 

ニ リハビリテーションマネジメント加算（B）ロ 

⑴ ハ(１)から(３)までのいずれにも適合すること。 

 ⑵ 利用者ごとの訪問リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省に提出

し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーションの

適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 
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（老企第３６号 第２の５（８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

①  リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメント

の一環として実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るため、利

用者の状態や生活環境等を踏まえた（Survey）、多職種協働による訪問リハビリテー

ション計画の作成（Plan）、当該計画に基づく状態や生活環境等を踏まえた適切なリ

ハビリテーションの提供（Do）、当該提供内容の評価（Check）とその結果を踏まえ

た当該計画の見直し等（Action）といったサイクル（以下「ＳＰＤＣＡサイクル」と

いう。）の構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に加

算するものである。 

② 「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指すにあた

って、心身機能、個人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための機能、

家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与すること等といった参加をするため

の機能について、バランスよくアプローチするリハビリテーションが提供できている

かを管理することをいう。 

➂ リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席については、テレ

ビ電話等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話等情報通信機

器を使用する場合には、当該会議の議事に支障のないよう留意すること。 

④  大臣基準第 12 号ロ⑵及びニ⑵に規定する厚生労働省への情報の提出については、

「科学的介護情報システム（Long-term care Informationsystem For Evidence）」

（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提

出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老

発 0316 第４号）を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を

活用し、ＳＰＤＣＡサイクルにより、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 

 

※ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和３年３月16日付け老認

発第０３１６第３号等を参照のこと。） 
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【移行支援加算】［訪問リハ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価対象期間＞ 

  算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間 

 （基準に該当しているものとして届け出た年においては、届出の日から同年１２月まで） 

   例：令和５年度に算定する場合 ⇒ 令和４年１月～１２月 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 １３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

指定訪問リハビリテーション事業所が、リハビリテーションを行い、利用者の指定通所

介護事業所（指定居宅サービス基準第 93 条第１項に規定する指定通所介護事業所をい

う。以下同じ。）等への移行等を支援した場合は、移行支援加算として、評価対象期間

（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末日が属する年度の次の年度内に限り、

１日につき１７単位を加算する。 

○ 評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終了した者（以下「訪

問リハビリテーション修了者」という。）のうち、指定通所介護、指定通所リハビリ

テーション、指定地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機

能型居宅介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予防通所リハビリテーシ

ョン、指定介護予防認知症対応型通所介護、指定介護予防小規模多機能型居宅介護、

第１号通所事業その他社会参加に資する取組（以下「指定通所介護等」という。）を

実施した者の占める割合が、１００分の５を超えていること。 

○ 評価対象期間中に指定訪問リハビリテーションの提供を終了した日から起算して 

１４日以降４４日以内に、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、訪問リハビリテーション終了者に対して、当該訪問リハビリ

テーション終了者の指定通所介護等の実施状況を確認し、記録していること。 

○ １２を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除して得た

数（リハビリテーションの利用の回転率）が 

    １２月     

  平均利用延月数   ≧ ２５％ であること 

※平均利用月数の考え方 ＝     評価対象期間の利用延月数       

               評価対象期間の（新規開始者数＋新規終了者数）÷２ 

○ 訪問リハビリテーション終了者が指定通所介護等の事業所へ移行するに当たり、当

該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ提供すること。 
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【事業所評価加算】［予防訪問リハ］ 

 

 

 

 

＜評価対象期間＞ 

  算定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間 

   例：令和５年度に算定する場合 ⇒ 令和４年１月～１２月 

＜届出＞ 

 算定する年度の初日の属する年の前年の１０月１５日まで 

  例：令和５年度に算定をする場合 ⇒ 令和４年１０月１５日まで 

 

 ※ 厚生労働大臣が定める基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用を開始した日の属する月から起算して12月を超えて指定介護予防訪問リハビリテー

ションを行う場合】［予防訪問リハ］ 

 

 

 

 

（老計発・老振発・老老発第０３１７００１号 別紙１ 第２の４（１０）） 

 

 

 

 

 

 

 別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合しているものとして都道府県知事に届け

出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所において、評価対象期間の満了日の属

する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位数（１２０単位）を加算する。 

○ 評価対象期間における指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の利用実人員数

が１０名以上であること。 

○ 以下の数式を満たすこと。（リハビリテーションマネジメント加算を３月以上算定し

た者の要支援状態の維持・改善率） 
 

     要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２     

評価対象期間内（前年の１月～１２月）に介護予防訪問リハビ  ≧０．７ 

リテーション費を３月以上算定し、その後に更新・変更認定を 

受けた者の数 

 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーションの利用を開始した日の属する

月から起算して 12 月を超えて指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場合は、１

回につき５単位を所定単位数から減算する。 

（ポイント） 

指定介護予防訪問リハビリテーションの利用が12 月を超える場合は、介護予防訪問

リハビリテーション費から５単位減算する。なお、入院による中断があり、医師の指示

内容に変更がある場合は、新たに利用が開始されたものとする。また、本取扱いについ

ては、令和３年４月から起算して12 月を超える場合から適用されるものであること。 
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Ⅲ 居宅療養管理指導 
 
(１)介護報酬算定上の注意事項について 

【通院が困難な利用者】             （老企第３６号 第２の６（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

【訪問人数等に応じた評価】 ※介護予防居宅療養管理指導を含む 

（平成１２年厚生省告示第１９号） 

・単一建物居住者が１人 

・単一建物居住者が２～９人 

・単一建物居住者が１０人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「単一建物居住者」の定義は以下のとおり。 
 

＜単一建物居住者＞ 

  当該利用者が居住する建築物に居住する者のうち、当該指定居宅療養管理指導事業

所の医師等が、同一月に訪問診療、往診又は指定居宅療養管理指導を行う場合の当該

利用者 

（ポイント） 

○ 居宅療養管理指導費は、在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、定期的

に訪問して指導等を行った場合の評価であり、継続的な指導等の必要のないものや通

院が可能なものに対して安易に算定してはならない。例えば、少なくとも独歩で家族・

介助者等の助けを借りずに通院ができるものなどは、通院は容易であると考えられる

ため、居宅療養管理指導費は算定できない（やむを得ない事情がある場合を除く。）。 
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【単一建物居住者の人数について】 ※介護予防居宅療養管理指導を含む 

（老企第３６号 第２の６（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 居宅療養管理指導の利用者が居住する建築物に居住する者のうち、同一月の利用者数

を「単一建物居住者の人数」という。 

 単一建物居住者の人数は、同一月における以下の利用者の人数をいう。 

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、

マンションなどの集合住宅等に入居又は入所している利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複

合型サービス（宿泊サービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サー

ビスに限る。）、介護予防認知症対応型共同生活介護などのサービスを受けている利用

者 

ただし、ユニット数が３以下の認知症対応型共同生活介護事業所については、それぞ

れのユニットにおいて、居宅療養管理指導費を算定する人数を、単一建物居住者の人数

とみなすことができる。また、１つの居宅に居宅療養管理指導費の対象となる同居する

同一世帯の利用者が２人以上いる場合の居宅療養管理指導費は、利用者ごとに「単一建

物居住者が１人の場合」を算定する。さらに、居宅療養管理指導費について、当該建築

物において当該居宅療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行う利用者数が、当該建

築物の戸数の１０％以下の場合又は当該建築物の戸数が２０戸未満であって、当該居宅

療養管理指導事業所が居宅療養管理指導を行う利用者が２人以下の場合には、それぞれ

「単一建物居住者が１人の場合」を算定する。 

【Ｖｏｌ.１】 

（問４） 以下のような場合は、「単一建物居住者」複数人に対して行う場合の居宅療養

管理指導費を算定するのか。 

  ① 利用者の都合等により、単一建物居住者複数人に対して行う場合であっても、

２回に分けて居宅療養管理指導を行わなければならない場合 

  ② 同じマンションに、同一月に同じ居宅療養管理指導事業所の別の医師がそれぞ

れ別の利用者に居宅療養管理指導を行った場合 

（回答） いずれの利用者に対しても「単一建物居住者」複数人に対して行う場合の居

宅療養管理指導を算定する。 



30 

 

（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｏｌ.１】 

（問５） 同一月に、同一の集合住宅等に居住する２人の利用者に対し、居宅療養管理

指導事業所の医師が訪問し、居宅療養管理指導を行う際に、１人が要介護者で、も

う１人が要支援者である場合は、単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場

合の居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定するのか。 

（回答） 要介護者は単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合の居宅療養管

理指導費を、要支援者は単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合の介護

予防居宅療養管理指導費を算定する。なお、他の職種についても同様の取り扱いと

なる。 
 

（問７） 住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「単一建

物居住者」の人数を判断してよいか。 

（回答） 実際の居住場所で判断する。 
 

【Ｖｏｌ.３】 

（問１） 医師の居宅療養管理指導において、同じ建築物に居住する２人に対して、同

一月中に２人に訪問診療を行う場合であって、１人は当該月に訪問診療のみを行い、

もう１人は当該月に訪問診療と居宅療養管理指導を行う場合に、居宅療養管理指導

については、どの単位数を算定することとなるのか。 

（回答） 単一建物居住者１人に対して行う場合の単位数を算定する。 

なお、歯科医師による居宅療養管理指導についても同様の取扱いとなる。 
 

【Ｖｏｌ.４】 

（問４） 居宅療養管理指導の利用者の転居や死亡等によって、月の途中で単一建物居

住者の人数が変更になった場合の居宅療養管理指導費の算定はどうすればよいか。 

（回答） 居宅療養管理指導の利用者が死亡する等の事情により、月の途中で単一建物

居住者の人数が減少する場合は、当月に居宅療養管理指導を実施する当初の予定の

人数に応じた区分で算定する。 

   また、居宅療養管理指導の利用者が転居してきた等の事情により、月の途中で単

一建物居住者の人数が増加する場合は、 

  ① 当月に居宅療養管理指導を実施する予定の利用者については、当初の予定人数

に応じた区分により、 

  ② 当月に転居してきた居宅療養管理指導の利用者等については、当該転居してき

た利用者を含めた、転居時点における居宅療養管理指導の全利用者数に応じた区

分により、それぞれ算定する。 

（次頁へ続く） 
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（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ 前頁からの続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【離島や中山間地域等の要支援・要介護者に対する居宅療養管理指導の提供】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

    

 

（問４回答 続き） なお、転居や死亡等の自由については診療録等に記載すること。 

   例えば、同一の建築物の１０名の居宅療養管理指導を行う予定としており、１名

が月の途中で退去した場合は、当該建築物の９名の利用者について、「単一建物居住

者１０名以上に対して行う場合」の区分で算定する。 

   また、同一の建築物の９名に居宅療養管理指導を行う予定としており、１名が月

の途中で転入した場合は、当初の９名の利用者については、「単一建物居住者２人以

上９人以下に対して行う場合」の区分で算定し、転入した１名については、「単一建

物居住者１０名以上に対して行う場合」の区分で算定する。 

「特別地域加算」 

 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定居宅療養管理指導事業所の医師が指

定居宅療養管理指導を行った場合は、特別地域居宅療養管理指導加算として、1 回につ

き所定単位数の 100 分の 15 に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

 

「中山間地域等における小規模事業所加算」 

 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準

に適合する指定居宅療養管理指導事業所の医師が指定居宅療養管理指導を行った場合

は、1 回につき所定単位数の 100 分の 10 に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

 

「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」 

 指定居宅療養管理指導事業所の医師が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住してい

る利用者に対して、通常の事業の実施地域(指定居宅サービス基準第 90 条第 5 号に規

定する通常の事業の実施地域をいう。)を越えて、指定居宅療養管理指導を行った場合

は、1 回につき所定単位数の 100 分の 5 に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

 

※各加算の算定要件等については次頁の「算定要件等」を参照のこと。 
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○ 薬剤師が行う場合 

【情報通信機器を用いた服薬指導】 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める者 

居宅療養管理指導費のハ⑵を月に１回算定している者 

（老企第３６号 第２の６（４）） 

 

 

 

 

 

算定要件等 

※ 厚生労働大臣が定める地域・厚生労働大臣が定める施設基準 

○ 特別地域加算：離島振興法、山村振興法等の指定地域等の特別地域（※１）に所在

する事業所が居宅サービスを行うことを評価するもの。 

※１：離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、山村振興法、小笠原諸島振興開

発特別措置法、沖縄振興特別措置法等に定める地域 

○ 中山間地域等における小規模事業所加算：特別地域の対象地域を除く豪雪地帯、過

疎地等の中山間地域等（※２）における小規模事業所（※３）が居宅サービスを行う

ことを評価するもの 

※２：特別地域加算対象地域以外の地域で、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る

公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律、半島振興法、

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法

律、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に定める地域 

  ※３：１月あたり延べ訪問回数が５０回以下の指定居宅療養管理指導事業所、５回

以下の指定介護予防居宅療養管理指導事業所 

○ 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算：特別地域、中山間地域等（※４）

に居住している利用者に対し、通常の事業の実施地域を超えて居宅サービスを行うこ

とを評価するもの。 

  ※４：特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算の対象地域 

 医科診療報酬点数表の区分番号 C002 に掲げる在宅時医学総合管理料に規定する訪

問診療の実施に伴い、処方箋が交付された利用者であって、別に厚生労働大臣が定める

ものに対して、情報通信機器を用いた服薬指導(指定居宅療養管理指導と同日に行う場

合を除く。)を行った場合は、注 1 の規定にかかわらず、1 月に 1 回に限り 45 単位を

算定する。 

（ポイント） 

ア  医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002 に掲げる在宅時医学総合管理料に規定する

訪問診療の実施により処方箋が交付された利用者であって、居宅療養管理指導費が

月１回算定されているものに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（居宅療養管 
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理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合に、ハ注１の規定にかかわらず、月１

回に限り算定する。この場合において、ハの注３、注４、注５及び注６に規定する加

算は算定できない。 

イ  医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭

和 36 年厚生省令第１号）及び関連通知に沿って実施すること。 

ウ  情報通信機器を用いた服薬指導は、当該薬局内において行うこと。 

エ  利用者の同意を得た上で、対面による服薬指導と情報通信機器を用いた服薬指導

を組み合わせた服薬指導計画を作成し、当該計画に基づき情報通信機器を用いた服

薬指導を実施すること。 

オ  情報通信機器を用いた服薬指導を行う薬剤師は、原則として同一の者であること。

ただし、次のａ及びｂをいずれも満たしている場合に限り、やむを得ない事由によ

り同一の薬剤師が対応できないときに当該薬局に勤務する他の薬剤師が情報通信機

器を用いた服薬指導を行っても差し支えない。 

ａ  当該薬局に勤務する他の薬剤師（あらかじめ対面による服薬指導を実施したこ 

とがある２名までの薬剤師に限る。）の氏名を服薬指導計画に記載していること。 

ｂ  当該他の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導を行うことについて、あらか

じめ利用者の同意を得ていること。 

カ  当該居宅療養管理指導の指示を行った医師に対して、情報通信機器を用いた服薬

指導の結果について必要な情報提供を文書で行うこと。 

キ  利用者の薬剤服用歴を経時的に把握するため、原則として、手帳により薬剤服用

歴及び服用中の医薬品等について確認すること。また、利用者が服用中の医薬品等

について、利用者を含めた関係者が一元的、継続的に確認できるよう必要な情報を

手帳に添付又は記載すること。 

ク  薬剤を利用者宅に配送する場合は、その受領の確認を行うこと。 

ケ  当該服薬指導を行う際の情報通信機器の運用に要する費用及び医薬品等を利用者

に配送する際に要する費用は、療養の給付と直接関係ないサービス等の費用として、

社会通念上妥当な額の実費を別途徴収できる。 
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○ 管理栄養士が行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 居宅療養管理指導費 (Ⅰ)  

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合        544 単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  486 単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合                443 単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ)  

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合        524 単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合  466 単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合                423 単位 

 

○ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対して、⑴については次に掲げ

るいずれの基準にも適合する指定居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第

85 条第１項第１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下この注から

注４までにおいて同じ。）の管理栄養士が、⑵については次に掲げるいずれの基準に

も適合する指定居宅療養管理指導事業所において当該指定居宅療養管理指導事業所

以外の医療機関、介護保険施設（指定施設サ一ビス等に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成 12 年厚生省告示第 21 号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数

表（以下「指定施設サービス等介護給付費単位数表」という。）の介護福祉施設サー

ビスのヘ、介護保健施設サービスのト若しくは介護医療院サービスのヌに規定する厚

生労働大臣が定める基準に定める管理栄養士の員数を超えて管理栄養士を置いてい

るもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は栄養士会が

運営する栄養ケア・ステーションとの連携により確保した管理栄養士が、計画的な医

学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、栄養管理に係る情

報提供及び指導又は助言を行った場合に、単一建物居住者（当該利用者が居住する建

物に居住する者のうち、当該指定居宅療養管理指導事業所の管理栄養士が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数に従い、１月に２回を限度

として、所定単位数を算定する。 

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低栄養状態にあると

医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、薬剤師その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養

ケア計画を作成していること。 

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、利用者又はそ

の家族等に対して、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行い、利用者の栄

養状態を定期的に記録していること。 

 



35 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める特別食 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量

及び内容を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質

異常症食、痛風食、嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別

な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。） 

（老企第３６号 第２の６（５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画

を見直していること。 

（ポイント） 

○  居宅療養管理指導(Ⅰ)については、指定居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービ

ス基準第 85 条第１項第１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下こ

の⑸において同じ。）の管理栄養士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に

基づき、居宅療養管理指導を実施した場合に、算定できる。なお、管理栄養士は常勤

である必要はなく、要件に適合した指導が行われていれば算定できる。 

○  居宅療養管理指導(Ⅱ)については、指定居宅療養管理指導事業所の計画的な医学的

管理を行っている医師の指示に基づき、当該指定居宅療養管理指導事業所以外の医療

機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超

えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているもの

に限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が運営する栄養ケ

ア・ステーションとの連携により確保した管理栄養士が、居宅療養管理指導を実施し

た場合に、当該居宅療養管理指導事業所が算定できる。 

なお、他の指定居宅療養管理指導事業所との連携により管理栄養士を確保し、居宅

療養管理指導を実施する場合は、計画的な医学的管理を行っている医師が所属する指

定居宅療養管理指導事業所が認めた場合は、管理栄養士が所属する指定居宅療養管理

指導事業所が算定することができるものとする。 

○  居宅療養管理指導(Ⅱ)を算定する場合、管理栄養士は、当該居宅療養管理指導に係

る指示を行う医師と十分に連携を図り、判断が必要な場合などに速やかに連絡が取れ

る体制を構築すること。なお、所属が同一か否かに関わらず、医師から管理栄養士へ

の指示は、居宅療養管理指導の一環として行われるものであることに留意が必要であ

ること。 

○  必要に応じて、⑶①の社会生活面の課題にも目を向けた地域社会における様々な支

援につながる情報を把握し、関連する情報を指示を行った医師に提供するよう努める

こととする。 
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（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Vol.５】 

問３ 居宅療養管理指導における医師又は歯科医師の指示は、どのような方法で行えば 

よいか。 

（答） 

・指示を行うにあたっては、当該居宅療養管理指導に係る指示を行う医師又は歯科医師

と同じ居宅療養管理指導事業所に勤務する者に指示する場合や緊急等やむを得ない場

合を除き、診療状況を示す文書、処方箋等（メール、ＦＡＸ等でも可）（以下「文書等 」

という。）に、「要訪問」「訪問指導を行うこと」等、指示を行った旨がわかる内容及び

指示期間（６月以内に限る。）を記載すること。ただし、指示期間については、１か月

以内（薬剤師への指示の場合は処方日数（当該処方のうち最も長いもの）又は１か月

のうち長い方の期間以内）の指示を行う場合は記載不要であり、緊急等やむを得ない

場合は後日指示期間を文書等により示すこと。 

・なお、医師又は歯科医師の指示がない場合は算定できないことに留意すること。 

※平成 18 年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol. １）（平成 18 年３月 22 日）問８は削除する。 


